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おわりに
はじめに
　本稿では、公正取引委員会（以下、公取委）が日本音楽著作権協会（以下、JASRAC）に対
して、平成21年6月12日に行った審判審決１を検討する。審決書は公取委ＨＰから入手した。
審決の概要をまとめた後、審判官の判断を検討する。さらに、審判で争点となったが審決で判
断が示されなかった論点も考察する。考察に際しては、情報公開法（平成11年法律第42号）に
基づき公取委より入手した、審判における審査官と被審人の最終意見書も参照した。以下に述
べるように、本審決の判断には疑問があるが、本件行為の排除行為該当性や原処分の排除措置
命令の妥当性にも議論の余地がある。
１．審決の概要
　（１）本件の事実の概要は次のとおりである。
　被審人の JASRAC は、著作権者から音楽著作権の管理を受託した楽曲の利用を放送事業者
等に許諾し、使用料を徴収して著作権者に分配する事業を営む者である。被審人は、放送等利
用に係る音楽著作権の大部分の管理を受託しており、ほとんど全ての放送事業者との間で音楽
著作物の利用許諾契約を締結し、楽曲の利用の有無や回数に関係なく当該放送事業者の放送事
判例評釈
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業収入に一定率を乗ずる等の方法で音楽著作物の放送等利用に係る使用料を算定し、徴収して
いる。
　公取委は、被審人による使用料の算定において、放送事業者が放送番組において利用した音
楽著作物の総数に占める被審人が管理を受託した音楽著作物の割合が反映されておらず、放送
事業者が、被審人以外の著作権管理事業者の管理する楽曲を利用すると追加負担が生じるため、
それらの楽曲をほとんど利用しないこととなり、被審人以外の著作権管理事業者は放送等利用
に係る音楽著作権の管理を受託することができず、放送等利用に係る音楽著作権の管理事業を
営むことが困難になったと認定し、被審人によるこのような使用料の算定、徴収は他の著作権
管理事業者の事業活動を排除するものであり、独占禁止法第２条第５項所定のいわゆる排除型
私的独占に該当するなどとして、被審人に対して、同法第３条に違反することを理由に、同法
第７条第１項の規定に基づき、排除措置命令２を行った。被審人は、独占禁止法第３条違反の
成立を争い、当該排除措置命令の全部の取消しを求めて審判を請求した。（なお、東京高裁は、
平成21年７月9日に１億円の保釈金により排除措置命令の執行停止を行っていたとのことであ
る３。）
　公取委が審判官の作成した審決案を全面的に引用して、排除措置命令を取消したのが本件審
決である。排除措置命令書で排除行為の対象者と認定されていたイーライセンスが審決取消訴
訟を起こした４ので、本件審決は確定していない。
　公取委は、被審人の行為が新規参入業者のイーライセンスの管理事業を困難にし、参入を具
体的に排除したと認められるかに関して、主要な管理楽曲が他の楽曲と比較して遜色のない形
で放送事業者に利用されており、放送事業者に具体的な利用回避があったとは認められないこ
と、放送事業者がイーライセンスの管理楽曲の利用につき慎重な態度をとったのは、イーライ
センスが準備不足の状態のまま参入したため、放送事業者の側に相当程度の困惑や混乱があっ
たことが主たる原因であると認めるのが相当であること、イーライセンスは人気のある楽曲を
含む相当数の管理楽曲の管理を受託している上、相当数の放送事業者はイーライセンスと利用
許諾契約締結の交渉をする用意があると認められること、イーライセンスは日本放送協会と利
用許諾契約を締結し放送等使用料を徴収していることが認められること、その他の事業者が参
入しないのは、放送等利用に係る楽曲の管理は非常に煩瑣で費用がかかることが参入を控えさ
せる効果を有しているからであるなどと認定し、本件行為が放送等利用に係る管理楽曲の利用
許諾分野における他の管理事業者の事業活動を排除する効果を有するとまで断ずることは困難
であると判示して、排除措置地命令を取り消した。
　以下、審決における判断のプロセスをより詳しくまとめる。
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　（２）放送事業者が被審人以外の管理楽曲を利用すれば、その管理事業者との利用許諾契約
に従って別途放送等使用料を支払うことになるから、放送事業者が被審人以外の管理事業者の
管理楽曲を利用するかどうかを決定するに当たっては、別途の負担を考慮する必要があり、被
審人が放送等利用に係る管理楽曲の利用許諾分野において、一貫してほぼ唯一の事業者であっ
たことを併せ考えると、本件行為が他の事業者の同分野への新規参入について、消極的要因と
なることは、否定することができないとして、本件行為が他の事業者の上記の分野への新規参
入を困難にする効果を持つことを疑わせる一つの事情であることは、審決も認めている。
　その上で審決は、放送等使用料の負担の有無及びその多寡は放送事業者が考慮すべき要素の
一つであり、番組の目的、内容、視聴者の嗜好等を勘案して適切な楽曲を選択するものである
と認定し、ＮＴＴ東日本による審決取消訴訟の最高裁判決５を、本件行為が独禁法２条５項に
いう「他の事業者の事業活動を排除」する行為に該当するか否かは、「本件行為……が、……
自らの市場支配力の形成、維持ないし強化という観点からみて正常な競争手段の範囲を逸脱す
るような人為性を有するものであり、競業者の……参入を著しく困難にするなどの効果を持つ
ものであるか否かによって決すべきものである」と引用して、本件行為の排除効果の有無は、
本件行為に関する諸般の事情を総合的に考慮して検討する必要があると判示している。
　審決は諸般の事情として、「放送等利用に係る管理楽曲の利用許諾分野における市場の構造、
音楽著作物の特性（代替性の有無、その程度等）、競業者の動向、本件行為及びその効果につ
いての被審人の認識、著作権者から音楽著作権の管理の委託を受けることを競う管理受託分野
との関連性等、多様な事情が考えられる」としているが、本審決は諸般の事情を検討して結論
を導いているわけではない。本審決は、審査官が平成18年10月のイーライセンスの管理事業の
開始に際して、本件行為が実際にイーライセンスの管理事業を困難にし、イーライセンスの参
入を具体的に排除した等として、それを根拠に本件行為に排除効果があったと主張するので、
その主張の成否を検討するとして、審査官の主張に沿って検討している。
　（３）審決は、審査官が本件行為の排除効果の点に関し、「イーライセンスが放送等利用に係
る管理事業に参入した平成18年10月上旬以降、ＦＭラジオ局を中心とした放送事業者が、イー
ライセンス管理楽曲を放送で利用すると追加負担が生じることから、自ら制作する放送番組に
おいて、放送等利用が見込まれる大塚愛の「恋愛写真」を含むイーライセンス管理楽曲をほと
んど利用しなかったと主張」し、根拠として、①放送事業者の役職員の供述調書、②イーライ
センス管理楽曲の放送での利用を控えるよう呼びかける放送事業者の社内通知文書、③イーラ
イセンスとエイベックスの役職員の供述調書、④民放連の交渉担当者の発言を挙げているとし
て、その成否を検討している。
　まず審決は、被審人が審判において提出した、被審人の J-BASS に報告されたデータに主に
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依拠して、大塚愛の「恋愛写真」については、「それと同時期にＣＤが発売されて同程度のヒッ
トとなった他の楽曲及び大塚愛自身の他の楽曲と比較して、遜色のない形で放送事業者による
放送番組において利用されており、放送事業者に対する無料化措置の通知の前後において、そ
の利用状況に格別の変化はなかったものと認められる。」と認定し、エイベックス・グループ
がイーライセンスに対し放送等利用に係る管理を委託した管理楽曲全体に関しては、「平成18
年10月から同年12月にかけて、広く利用されており、放送事業者に対する無料化措置の通知の
前後において、その利用状況に特別な変化はなかったものと認められる。」と認定している。
　放送事業者の役職員の供述調書及び社内通知文書に関しては、「これらの放送事業者におい
て、イーライセンス管理楽曲について何らかの利用回避の動きがあった可能性はあるものの、
具体的に利用回避があったことを認めるには足りない。」と審査官の主張を退けている。
　イーライセンスとエイベックスの役職員の供述調書に関しては、エイベックス・グループの
プロモーターの話を伝聞として聞いたことを示すにとどまり、全放送局における実際の利用状
況を客観的に確認した上で述べたわけではないと、証拠力を否定している。
　審決は、民放連のＭが平成17年10月11日に行われた民放連とイーライセンスとの交渉におい
て、「放送において、音楽に支払うパイは一定です。そのため、民放連としては、e-License へ
の放送使用料が、現状の JASRAC へお支払いしている使用料に add-on する形なら、むしろ
e-License の曲を使いません。」とのアドオン発言を行った事実については、争いがないとしつ
つ、放送事業者がイーライセンスに支払う放送等使用料が追加負担になるならば放送事業者は
イーライセンス管理楽曲を利用しないという民放連としての意思表明であるとの審査官の主張
を退けている。審決は、「民放連のＭは、イーライセンスによる放送等使用料に関する説明が
大きく変化したことに対して困惑してアドオン発言をしたものと認められ、加えて、民放連の
Ｍがこのような発言をすることについて民放連として意思決定したことを認めるに足りる証拠
はないことに照らすと、アドオン発言をもって、民放連又は民放連に加盟する放送事業者のイー
ライセンス管理楽曲の利用回避の意思の表れであると評価することはできない。」と認定して
いる。
　（４）審決は次に、被審人が、仮に利用回避があったと認められるとしても、その原因はイー
ライセンスが準備不足のまま放送等利用に係る管理事業を開始したことにあると主張している
として、この点につき検討している。審決は、「多くの放送事業者は、平成18年10月１日以降、イー
ライセンスが放送等利用に係る管理事業に参入したことを知ったが、同年10月の時点では、イー
ライセンス管理楽曲の範囲が明確ではなく、これらを放送した場合の放送等使用料の額が不明
であり、全曲報告に必要な報告の様式も定まっておらず、報告漏れがあった場合に高額の放送
等使用料の支払義務を負う可能性があったことから、相当程度困惑し、混乱しており、それが
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前記 ( ２) オの放送事業者によるイーライセンス管理楽曲の利用についての慎重な態度の原因
となったことが認められる。」として、「放送事業者がイーライセンス管理楽曲の利用につき慎
重な態度をとったことの主たる原因が、被審人と放送事業者との間の包括徴収を内容とする利
用許諾契約による追加負担の発生にあったと認めることはできず、むしろ、イーライセンスが
準備不足の状態のまま放送等利用に係る管理事業に参入したため、放送事業者の間にイーライ
センス管理楽曲の利用に関し、相当程度の困惑や混乱があったことがその主たる原因であった
と認めるのが相当である。」と認定している。
　（５）審決は、エイベックス・グループのイーライセンスとの管理委託契約の解約に至る経緯、
原因等に関し、審査官が、被審人による放送等使用料の徴収方法が変更されない中で、放送事
業者による楽曲の利用回避がなくなって、エイベックス・グループが放送等使用料の分配を受
けられるようになることがほとんど見込まれなかったことから解約に至ったなどと主張すると
して、これを検討している。審決は、「エイベックス・グループは、放送事業者が、追加負担
を理由としてイーライセンス管理楽曲の利用を回避したと信じ、平成19年１月以降、再び利用
を回避すると予想してイーライセンスとの放送等利用に係る管理委託を解約したが、エイベッ
クス・グループは、イーライセンス管理楽曲の客観的な利用状況を把握していなかった。そし
て、……現実には、放送事業者が一般的にイーライセンス管理楽曲の利用を回避したというこ
とはできず、イーライセンス管理楽曲の利用について慎重な態度をとったことが認められるに
とどまるから、エイベックス・グループが正確な情報に基づいてイーライセンスとの委託契約
を解約したとはいえない。」「放送事業者がイーライセンス管理楽曲の利用に慎重な態度をとっ
た主たる原因は、被審人と放送事業者との間の包括徴収を内容とする利用許諾契約による追加
負担の発生にあったとはいえず、イーライセンスによる準備不足のままの状態での参入とそれ
に伴う放送事業者の困惑、混乱等であったと認められる。」「エイベックス・グループは、被審
人の本件行為を原因として、イーライセンスへの管理委託契約を解約したということは困難で
あり、被審人の本件行為にイーライセンスへの管理委託契約を解約させるような効果があった
とまではいえない。」と認定している。
　（6）審決は、審査官が、エイベックス・グループ以外の著作権者も、被審人が本件行為を
継続する中で、放送事業者がイーライセンス管理楽曲を利用することはほとんど見込まれない
ため、イーライセンスに対して、放送等利用に係る音楽著作権の管理を委託することはほとん
どなく、そのため、イーライセンスは楽曲を確保できず、放送等利用に係る管理事業を営むこ
とが困難な状態にあると主張するとして、これを検討している。この検討において、審決は、
「イーライセンスが実際に放送事業者から徴収した放送等使用料の額は、平成18年が6万6567
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円、平成19年が７万5640円、イーライセンスのＳに対する参考人審尋が行われた平成22年9月
30日時点で年間20万円から30万円程度であることが認められる。」としているが、「イーライセ
ンスが放送等利用に係る音楽著作権の管理を行っている楽曲数は、平成19年３月31日時点で
184曲、平成20年３月31日時点で1,566曲、平成21年３月31日時点で2,723曲、平成22年３月31日
時点で3,242曲、平成22年9月30日時点で3,600曲強となっており、エイベックス・グループが
イーライセンスに対する管理委託契約を解約した平成18年12月31日以降も、イーライセンスは
着実に管理楽曲数を増やしている上、平成23年３月30日時点では、ドワンゴも含めた6社の音
楽出版社がイーライセンスに楽曲の管理を委託している事実が認められる。しかも、……これ
らの楽曲の中には、生命保険会社のコマーシャルソングとして利用された「まねきねこダック
の歌」が含まれていることが認められ、当該楽曲は、平成21年11月第３週のオリコンチャート
の24位にランクインしていることからすると、放送でも相応の利用があったものと推認され
る。」として、「相当数の放送事業者はイーライセンスと利用許諾契約締結のための交渉をする
用意があると認められることからすると、イーライセンスは、放送事業者と利用許諾契約を締
結することにより、相応の放送等使用料の徴収が可能であり、上記のように放送等使用料の収
入が低い金額にとどまっている理由は、イーライセンスが放送事業者との間で利用許諾契約を
締結していないことにあると考えられる。」としている。審決は、さらにイーライセンスがＮ
ＨＫとの間に利用許諾契約を締結してそれに応じた放送等使用料を徴収していることが認めら
れることを併せ考えると、「イーライセンスが、放送等利用に係る管理事業を営むことが困難
な状態になっていたというには疑問が残る。」と認定し、これに加えて、放送事業者が一般的
にイーライセンス管理楽曲の利用を回避したことを認めることはできないことと、放送事業者
が慎重な態度をとっていた主たる原因が、イーライセンスによる準備不足のままの放送等利用
に係る管理事業への参入とそれに伴う放送事業者の困惑、混乱等にあったことに照らすと、「被
審人の本件行為にエイベックス・グループ以外の著作権者のイーライセンスへの音楽著作権の
管理委託を控えさせる効果があったとまではいえない。」と認定している。
　（７）審決は、イーライセンス以外の管理事業者が放送等利用に係る管理事業に新規に参入
していないことについては、当事者間に争いがないが、審査官はその原因が本件行為にあると
主張するとして、これを検討している。審決は、審査官の主張に沿うＪＲＣの代表者の供述調
書ではなく、雑誌のインタビュー記事に依拠して、「放送番組における楽曲の利用形態が数秒
の利用から１曲の利用までまちまちであること、放送事業者が多数存在し、放送事業者同士で
放送番組の譲渡や系列局への配信などが行われていること、放送事業者の楽曲の管理の電子化
は余り進んでいないことから、放送等利用に係る楽曲の管理は非常に煩瑣で費用がかかること
が認められ、これが管理事業者の放送等利用に係る管理事業への参入を控えさせる効果を有し
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ていると認められる。」との判断を示して審査官の主張を退けている。
　（８）審決は、このように審査官の主張を退けた上で、「本件行為は、放送事業者が被審人以
外の管理事業者の管理楽曲を利用することを抑制する効果を有し、競業者の新規参入について
消極的な要因となることは認められ、被審人が管理事業法の施行後も本件行為を継続したこと
により、新規参入業者が現れなかったことが疑われるものの、本件行為が放送等利用に係る管
理楽曲の利用許諾分野における他の管理事業者の事業活動を排除する効果を有するとまで断ず
ることは、なお困難である。」「本件行為が他の管理事業者の事業活動を排除する効果を有する
ことを認めるに足りる証拠はないから、その余の点について判断するまでもなく」独禁法第３
条の規定に違反するということはできないとの結論に達している。
２．事実認定に対する疑問点
　（１）被審人の提出した証拠により放送事業者が一般的にイーライセンス管理楽曲の利用を
回避したことを認めることはできないとした認定の疑問点
　審決が排除行為の存在を認めない結論を導く論理構成において、この認定が中心的な地位を
占めているが、この認定が十分な根拠に基づくものかが疑問である。
　審決は、放送事業者によるイーライセンス管理楽曲の利用回避の有無に関して、審査官の主
張に即して「ＦＭラジオ局を中心とした放送事業者」について検討している。
　審決は、「大塚愛の「恋愛写真」の利用状況について、イーライセンス管理楽曲の無料化措
置を民放連に加盟する放送事業者に通知する文書の作成日付の前日である平成18年10月17日ま
での10月１日からの利用回数と、首都圏以外の放送事業者が上記通知書を受領したのは同月25
日以降であるとして10月18日から25日までの利用回数を認定し、さらに10月26日から12月31日
までの利用回数を認定して比較した上で、「首都圏以外の全ての放送事業者が上記通知文書を
同月25日に受領し、翌26日からこれを踏まえて楽曲を選択したと仮定しても312回ということ
になる。この回数は、同年10月１日から12月31日までの３か月間の利用回数729回の42パーセ
ントに及ぶものであり、「恋愛写真」が無料化措置の通知の前後を問わず、広く放送事業者に
利用されていたことを認めることができる。」と「無料化措置の通知の前後を問わず、広く放
送事業者に利用されていた」との事実の存在を積極的に認定している。
　また、エイベックス・グループがイーライセンスに放送等利用に係る管理を委託した楽曲全
般についても、平成18年10月時点で被審人に対して全曲報告を行っていたＦＭラジオ局39社の
J-BASS に報告されたデータに基づき、「エイベックス楽曲は、無料化措置の通知の前後を問
わず、広く放送事業者に利用されたと評価できる。」と認定している。
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　これらの利用回数のデータを見る限り、審決の認定は裏付けられているように思われるが、
無料化措置が採られれば、JASRACの包括徴収の排除効果は機能しないことになるとともに、
収入を得られない限り、管理事業に参入する意味はないことから、無料化措置がいかに決定さ
れ、どのように放送事業者に対して通知されたかの認定が重要なポイントであろう。この点、
審決は「エイベックス・グループにおいては、民放連に加盟する放送事業者に対し、プロモー
ターを通じて無料化措置を口頭で伝えた」とも認定しており（72ページ）、エイベックス・グルー
プによるイーライセンスに対する委託を解約する際の判断でもプロモーターによる報告が重要
なポイントになっている。にもかかわらず、審決を読む限り、プロモーターの参考人審尋は行
われていない。認定に際しての重要なポイントであるだけに、より慎重な認定が必要であった
のではないかとの疑問が生じる。
　無料化措置がいかなる効果を管理楽曲の利用にもたらしたかの事実認定が、「放送事業者が
一般的にイーライセンス管理楽曲の利用を回避した」ことを認めることができるか否かの全容
解明にあたって必要になるであろう。審決は無料化措置の開始後の状況に関しては、J-BASS
の利用回数を基に認定しているが、無料化措置の終了後の状況に関しては、全くデータを示し
ていない。J-BASS のデータは被審人提出の証拠に基づく認定となっているが、審査官・審判
官には、独禁法47条に基づく報告命令を JASRACに発する権限が与えられている。事案の全
容解明に向けた最大限の措置が採られたと言えるか疑問である。
　（２）エイベックスの役職員の供述調書に基づく事実認定の疑問点
　イーライセンスとエイベックスの役職員の供述調書に関しては、エイベックス・グループの
プロモーター等からの伝聞をもとに判断したことを述べたものにとどまり、全放送局における
実際の利用状況を客観的に確認した上で述べたわけではないと、証拠力を否定しているが、審
決は、「エイベックス・グループのプロモーター等からの伝聞や放送事業者の編成部門担当者
等の供述によれば、放送事業者の間に、イーライセンス管理楽曲について何らかの利用回避の
動きがあったことは窺われるものの、実際にどの程度利用が回避されたのかは明らかではな
い。」とも述べている。しかしながら、審判では、プロモーターの参考人審尋を行っていない。
事案解明に向けて徹底した審理を行ったと言えるか疑問がある。
　（３）イーライセンスが準備不足のまま放送等利用に係る管理事業を開始したとの被審人の
主張に基づく事実認定の疑問点
　この事実認定に対する疑問点は、第一に、エイベックスが委託した管理楽曲が遜色なく利用
されていたとの審決の認定と矛盾することである。放送事業者に「遜色なく利用されていた」
のならば、イーライセンスが準備不足とは言えないであろう。仮に準備不足との事実認定が妥
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当であれば、無料化措置の決定を知るまでは、放送事業者はイーライセンスの管理楽曲を利用
しなかったはずであり、そうなると無料化措置が審決の認定した時点よりも実際には早く放送
事業者の知るところになっていた疑いが生じることになろう。
　この事実認定に対する疑問点は、第二に、審決が「第３　本件の基本的事実」の「５ 被審
人とＮＨＫ及び民放連との利用許諾契約の締結状況」の「（２）民放連」において、JASRAC
自身が民放連との間で、平成17年４月頃から、平成18年度以降の協定締結に向けて交渉をした
が、平成18年３月31日までに協定を締結することができず、平成18年9月21日付けで、平成18
年４月１日から平成25年３月31日までの期間について、平成18年４月１日に遡って協定を締結
し、被審人と民間放送事業者は、この協定に基づき、同年9月28日付けで、それぞれ利用許諾
契約を締結したと認定していることである。この業界では、放送等利用の期間が始まる前に協
定が締結されていないことが何ら異常な事態ではないことを示している。エイベックスが委託
した管理楽曲が遜色なく利用されていたとの審決の事実認定と併せ考えれば、準備不足との審
決の認定に疑問が生じる。
　（４）エイベックス・グループ以外の著作権者に対する本件行為の排除効果に関する事実認
定の疑問点
　排除措置命令書の理由の「第１　事実」の２（４）ウでは、「エイベックスマネジメントサー
ビス以外の著作者及び音楽出版社も、……イーライセンスに対し、放送等利用が見込まれる音
楽著作物の放送等利用に係る著作権の管理を委託することはほとんどない。」と、３では、
「JASRAC 以外の管理事業者は、自らの放送等利用に係る管理楽曲が放送事業者の放送番組
においてほとんど利用されず、また、放送等利用に係る管理楽曲として放送等利用が見込まれ
る音楽著作物をほとんど確保することができないことから、放送等利用に係る管理事業を営む
ことが困難な状態となっている。」と認定されていた。この争点での事実認定は、エイベックス・
グループの委託した管理楽曲が放送事業者にどう扱われたかとは別個の問題であり、それとは
独立した判断を為すべきであろう。
　審決は、被審人提出の証拠に基づき、イーライセンスが放送等利用に係る音楽著作権の管理
を行っている楽曲数が平成22年9月30日時点で3,600曲強と増加していること等を指摘すると
ともに、ＣＭソングも委託を受けていたことから、「放送でも相応の利用があったものと推認
される。」としている。だが、実際に利用があったかどうかを客観的に認定することは、
J-BASS のデータの報告の提出を JASRAC に命じることにより、可能であったと考える。
　さらに、相応の利用があったことが具体的な収入につながっているかが、問題であろう。審
決は、「イーライセンスが実際に放送事業者から徴収した放送等使用料の額は、平成18年が6
万6567円、平成19年が７万5640円、イーライセンスのＳに対する参考人審尋が行われた平成22
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年9月30日時点で年間20万円から30万円程度であることが認められる。」とも認定している。
エイベックスがイーライセンスに管理を委託することにした理由について、審決はイーライセ
ンスがタイアップによってＣＭに放送事業者が使用した場合に、放送等使用料を徴収しないこ
とにより放送での利用が増えることにメリットを見いだしていたことが審決で認定されている。
そうするとＣＭソングでの利用が無料であった可能性が大きく、ＣＭソングでの利用は管理事
業者の収入には結びつかないことになる。ここでの問題は排除効果がどの程度のものかに関わ
るのであるから、JASRACの放送等使用の管理楽曲数と市場占有率、JASRACの放送等使用
料の収入と市場占有率も事実認定した上で、判断すべきではなかろうか。十分に事案を調査し
た上で審決が判断を下しているか、疑問がある。
　それどころか審決は、「相当数の放送事業者はイーライセンスと利用許諾契約締結のための
交渉をする用意があると認められることからすると、イーライセンスは、放送事業者と利用許
諾契約を締結することにより、相応の放送等使用料の徴収が可能であり、上記のように放送等
使用料の収入が低い金額にとどまっている理由は、イーライセンスが放送事業者との間で利用
許諾契約を締結していないことにあると考えられる。」と述べている。この部分に記載されて
いる「放送等使用料の収入が低い金額にとどまっている理由」に関しては、何ら証拠が摘示さ
れておらず、審判官が一方的に推論しているに過ぎないものであり、審判において審理を尽く
し十分に事案を調査した上で判断を下していると言えるか、疑問である。
　審決は、さらにこれに加えて、放送事業者が一般的にイーライセンス管理楽曲の利用を回避
したことを認めることはできないことと、放送事業者が慎重な態度をとっていた主たる原因が、
イーライセンスによる準備不足のままの放送等利用に係る管理事業への参入とそれに伴う放送
事業者の困惑、混乱等にあったことを判断の根拠にしているが、エイベックスの管理楽曲の利
用状況とはここでは別個に判断すべき問題に対して、エイベックスの管理楽曲に関する認定を
混入させて判断しているし、イーライセンスが準備不足だったとの事実認定が仮に事実だった
としても、それが解消した後の問題に混入させて判断をしていることは、事実認定のあり方と
して疑問である。
　（５）イーライセンス以外の管理事業者が放送等利用に係る管理事業に新規に参入していな
いことについての疑問点
　審査官の提出した供述証拠を、被審人の提出した雑誌のインタビュー記事を根拠に、参考人
審尋をすることもなく退けており、事案解明に向けて審理を尽くしていると言えるか、事実認
定の手法に疑問がある。
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３．本件審決の法理の問題点
　本件審決の事実認定に対する疑問点は上述したが、事件記録を参照しているわけではないの
で、真実の解明は、イーライセンスの審決取消訴訟の帰趨に待たざるを得ない。
　以下では、本審決の事実認定を前提に、法の適用に関する問題点を検討する。
　本審決は、ＮＴＴ東日本による審決取消訴訟に対する平成22年12月17日の最高裁判決を引用
して議論を展開しており、最高裁判決を審決がどう捉えているかが問題となる。
　本審決は最高裁判決を、本件行為が独禁法２条５項にいう「他の事業者の事業活動を排除」
する行為に該当するか否かは、「本件行為……が、……自らの市場支配力の形成、維持ないし
強化という観点からみて正常な競争手段の範囲を逸脱するような人為性を有するものであり、
競業者の……参入を著しく困難にするなどの効果を持つものであるか否かによって決すべきも
のである」と引用しており、本件行為の排除効果の有無は、本件行為に関する諸般の事情を総
合的に考慮して検討する必要があると判示している。
　この最高裁判決は独禁法２条５項の排除行為該当性は、「市場支配力の形成、維持ないし強
化という観点から見て正常な競争手段の範囲を逸脱するような人為性を有する」かどうかと、
「市場への参入を著しく困難にするなどの効果を持つものといえるかどうか」という２つの観
点から判断すべきとも読めるものであり、後者の観点は「競争の実質的制限」の要件と重複す
る感じを与える。公取委が平成21年10月28日に公表した「排除型私的独占に係る独占禁止法上
の指針」では、「排除行為とは、他の事業者の事業活動の継続を困難にさせたり、新規参入者
の事業開始を困難にさせたりする行為であって、一定の取引分野における競争を実質的に制限
することにつながる様々な行為をいう。」とされており、両者には違いがありそうである6。特
に、指針が「他の事業者の事業活動が市場から完全に駆逐されたり、新規参入が完全に阻止さ
れたりする結果が現実に発生していることまでが必要とされるわけではない。すなわち、他の
事業者の事業活動の継続を困難にさせたり、新規参入者の事業開始を困難にさせたりする蓋然
性の高い行為は、排除行為に該当する。」としているのに、最高裁は「市場への参入を著しく
困難にするなどの効果を持つ」と述べており、指針よりも排除行為該当性を狭めているように
も読める。本審決は排除行為該当性に関する最高裁判決後の初の審決であり、最高裁判決を公
取委がいかに受け止めたかが問題となろう。
　本審決は、被審人が本件包括徴収７の排他的効果の存在自体を否定する主張を行ったのにも
かかわらず、「本件行為が他の事業者の同分野への新規参入について、消極的要因となることは、
否定することができない」と、ある程度の排他的効果を有していることは一応是認している。
本審決は本件包括徴収が「市場支配力の形成、維持ないし強化という観点から見て正常な競争
手段の範囲を逸脱するような人為性を有する」か否かは判断しておらず、「市場への参入を著
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しく困難にするなどの効果を持つものといえるかどうか」を判断してその点で審査官の主張を
退けたと言えよう。
　本審決が参入後のイーライセンスの管理楽曲の増加のみを根拠にして、その市場占有率を問
題にせず、収入の大きさも問題にしていないこと、イーライセンスがＮＨＫと利用許諾契約を
結んでいることも根拠にしている８ことからみて、審決が競争事業者の市場占拠率の現実の低
下が見られない限り、排除行為該当性を全面的に否定する見解を示したとも解し得よう。審決
が判断基準を専らＮＴＴ東日本事件の最高裁判決に依拠しているとすると、同事案は排除行為
の対象とされた競争事業者の参入が完全に阻止されていた事案であったこととは整合している。
私的独占の排除行為の事案であるインテル事件勧告審決9でも少なくとも競争事業者のシェア
が減少したことは認定されていた。その限りで整合性はあろう10。
　他方、ニプロ事件審判審決11では輸入生地管は排除行為にもかかわらず徐々にではあっても
増加していた。この点、ニプロ事件審決は被審人の行為の目的を踏まえた違反行為の認定を行っ
ており、排除が実現していないことから認定を補強しているとのではないかとの指摘12もあっ
た。だがたとえそうであっても、排除行為が成功したと言いきれない事案で違反行為を認定し
た審決の先例である。また、より以前の東洋製罐事件勧告審決13は支配行為も別個に認定され
ている事案ではあるが、排除行為の対象であった自家製罐への参入は完全には阻止されてはい
なかった事案である。
　ＮＴＴ東日本事件の事案は、最高裁判決によって公取委による違反行為の認定が是認されて
いるものの、参入が行われないことと排他的行為との因果関係が認められるか疑問14も提起さ
れていた事案であった。違反行為に排他性が認められても、それ以外の要素と相まって完全に
参入が阻止されていた事案であり、排除行為のみで完全に参入が阻止された先例として評価す
るのは問題であろう。むしろ排除行為自体の排他的効果がさほど大きいとは言えない事案であ
るにもかかわらず、公取委による違反行為の認定を最高裁が是認したところに、先例として注
目すべきものがあると言えよう。
　本件審決の判断は、公取委が不用意に不十分な理解の下で最高裁判決に依拠して、排除効果
の点で排除行為該当性の該当範囲を自ら不当に狭めたと言えそうな事案である。本件で認定さ
れているイーライセンスの放送等使用料の収入は当該事業を単独で存続させるに足りるにはほ
ど遠く、イーライセンスが他の音楽著作権管理事業から内部補助を得て行っているに過ぎない
事業である。このような状況が続いているにもかかわらず、審決が「本件行為は、放送事業者
が被審人以外の管理事業者の管理楽曲を利用することを抑制する効果を有し、競業者の新規参
入について消極的な要因になることは認められ」と認定しながら、本件包括徴収の有する排除
効果を否定したことは疑問である。
審決評釈　日本音楽著作権協会に対する公正取引委員会の審判審決 ―藤田
― 205 ―
４．審決が判断を示さなかった論点について
　（１）審判で争点となりながら審決が判断を示さなかった論点がある。本件包括徴収が排他
的性格を持つものか否かに関わる問題であり、被審人は、排除行為該当性、競争の実質的制限
をもたらしているか、公共の利益に反しているか、排除措置命令は適法か、の争点で、実質的
には同じ問題をそれぞれ取り上げて主張を展開していた。
　排除措置命令の問題に関連させて論点を説明する。排除措置命令の主文第１項は、被審人は、
音楽の著作物の著作権に係る著作権管理事業者から音楽著作物の利用許諾を受けて、放送に伴
う音楽著作物の利用を行う者（放送事業者）から徴収する放送等使用料の算定において、放送
等利用割合（当該放送事業者がＣＭを含む放送番組において利用した音楽著作物の総数に占め
る被審人が著作権を管理する音楽著作物の割合）が、①「当該放送等使用料に反映されないよ
うな方法を採用すること」により、②当該放送事業者が他の管理事業者にも放送等使用料を支
払う場合には、「当該放送事業者が負担する放送等使用料の総額がその分だけ増加することと
なる」ようにしている行為を取りやめなければならない、というものであった。ここでは、①
放送等利用割合を反映させれば、放送等使用料の総額が増加しても構わないのか、②放送等利
用割合を反映させるとともに、総額も増加しないようにすることが命じられているのか、③仮
に②とした場合に、被審人の行為のみで実現できるのか、③仮に①とした場合に、総額が増加
すれば排除行為は除去されないのではないか、④仮に③で実現できないものであるならば、そ
もそも放送等利用割合を反映させないことと排除効果の間に因果関係が認められるのか、⑤そ
もそも被審人の本件包括徴収は、放送等利用割合を反映していないものなのか、が論点となる。
　⑤に関しては、被審人は放送で利用される音楽には、そもそも著作物に当たらないものと著
作権が消滅したものがあり、被審人はそれらを考慮に入れて放送等使用料を設定しているから、
放送等利用割合を反映していないとは言えないと主張していた。だがこの主張に関しては、主
文第１項は放送番組で利用した「音楽著作物」に占める被審人が著作権を管理する音楽著作物
の割合を問題にしていることから、著作権消滅楽曲を考慮しているか否かは無関係であり、こ
の主張は失当であると言えよう。
　①に関して、被審人は因果関係の問題として、実例を挙げて問題点を指摘した。審決が記述
しているものによれば、被審人は次のように指摘している。「横浜エフエムを例に、放送事業
者が１日約250回の音楽著作物を利用し、そのうち４回イーライセンス管理楽曲を利用するも
のとすると、被審人の管理楽曲の放送等利用割合は98.4パーセントとなる（246÷250＝0.984）。
横浜エフエムが被審人に平成18年に支払った放送等使用料は2,265万2,000円であったことから、
放送等利用割合を反映させると、被審人への放送等使用料は36万2,432円の減額となる
（22,652,000× (100％－98.4％）＝362,432）。他方、横浜エフエムが、イーライセンスとの間で、
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放送等使用料を１曲当たり2,000円の個別徴収で合意したとすると、１年間の放送等使用料は
292万円となる（上記のとおり１日４回利用すると、2,000×４×365＝2,920,000）。」「以上によ
れば、放送事業者からの包括徴収において、放送等利用割合を反映させると、被審人に支払う
放送等使用料は年間約36万円減額となり、審査官の主張によれば、これで追加負担は生じない
ことになるが、イーライセンスに支払う放送等使用料は292万円であり、放送事業者が292万円
の負担を理由にイーライセンス管理楽曲の利用を回避するのであれば、被審人に支払う放送等
使用料が36万円強減額になるとしても、放送事業者はイーライセンス管理楽曲の利用回避を継
続したと考えられる。よって、放送等利用割合を反映しない包括徴収がなければイーライセン
ス管理楽曲の利用回避がないとはいえないから、両者の間に因果関係は認められない。」
　この議論については、イーライセンスに対する使用料が１曲当たり2,000円であるからそう
なるのであって、これが248円以下ならば、放送事業者に追加負担は発生せず、放送事業者の
支払う総額が増加することはない。だが、イーライセンスは事業活動においてそのような低料
金を設定するかが問題となろう。これは排除措置命令が被審人の行為のみでは実現できず、競
争事業者の行動に依存することを示すものではないか、また、被審人の使用料の設定が低廉で
あり、それが経済効率を反映していると言えるのではないかが問題となる。
　ここで上記の設例の数値を変えて変化を見ると次のようになる。
① １日500回の音楽著作物を利用し、うち８回イーライセンス管理楽曲を利用すると、　被審
人の管理楽曲の放送等利用割合は、98.4％となり、被審人の放送等使用料の減額は、362,432円
となる。イーライセンスの管理楽曲は、１年間に、８×365＝2.920回利用される。放送事業者
の　支払額が増額とならないための、イーライセンスの使用料は、124円以下となる。
② １日250回の音楽著作物を利用し、うち８回イーライセンスの管理楽曲を利用すると、　被
審人の管理楽曲の放送等利用割合は、96.8％となり、被審人の放送等使用料の減額は、724,864
円となる。　イーライセンスの管理楽曲は、１年間に、８×365＝2.920回利用される。放送事
業者の支払額が増額とならないための、イーライセンスの使用料は、248円以下となる。
　これにより、放送等使用収入に比して放送に使用された音楽著作物の総数が多いヘビーユー
ザーの場合は、放送事業者の支払額が増額とならないための、イーライセンスの楽曲の使用料
は低下することが必要であること、イーライセンスの管理楽曲の放送等利用割合のみが増減し
ても、放送事業者の支払額が増額とならないための、イーライセンスの楽曲の使用料は変化し
ないことがわかる。
　上述した被審人の横浜エフエムを例にした主張に対して、被審人の個別徴収方式の料金であ
る１曲当たり6.4万円は、横浜エフエムの１曲当たり使用料の258倍に当たり、１曲当たり6.4万
円とは、１日１曲利用する放送事業者にとってのみペイする水準であり、被審人は、１日30曲
未満の利用実績の放送事業者（現実に存在するかどうかは不明）が個別徴収方式の料金を選択
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しないよう、１曲6.4万円という極端に高い料金を設定していることになり個別徴収方式での
契約締結に対する事実上の取引拒絶であり、原処分はほとんどすべての放送事業者と本件包括
徴収方式の利用許諾契約を締結、実施していることを排除行為ととらえたが、その手段に着目
すれば、１曲6.4万円という（拒否的）個別徴収方式の料金を設定し、包括徴収方式での契約
の選択を余儀なくさせている行為、および、他の管理団体から依頼されても他の管理団体の管
理楽曲が使用されたことで自らの放送等使用料を減額するカーブアウト方式の導入を正当な理
由なく拒否する行為が、排除行為に該当するとみるのが妥当と考えられ、原処分が問題視した
追加負担とは、この二つの行為を結果の観点からとらえたに等しく、このように、排除行為は
排他効果を生む行為に即してとらえるのが妥当であるとの指摘15がある。被審人による個別徴
収方式の料金制度は見せかけだけで、真の選択肢になっておらず、事実上これを選択する者が
いないという排他的取引（バンドリング）が本件排除行為の本質であるとの把握である16。
　この指摘は、本件の被審人の行為の実質について正鵠を得ているようにも考えるが、原処分
の排除措置命令は個別徴収方式の料金設定が事実上の取引拒絶に該当することを明示しておら
ず、排除措置命令の主文に掲げられているわけでもない。仮に本件で東京高裁が審決を取り消
して公取委に差し戻したとしても、新たな審決で個別徴収方式の料金設定を問題にして排除措
置命令を変更することは、独禁法58条の規定に照らして相当に問題があろう。また、原処分は
包括徴収のバンドリングそのものの排除を命じておらず、放送等利用割合を反映していないこ
とのみの是正を命じていることに注意すべきであろう。
（２）NTT 東日本事件の最高裁判決は、排除行為該当性を判断する上で、「本件行為……が、
……自らの市場支配力の形成、維持ないし強化という観点からみて正常な競争手段の範囲を逸
脱するような人為性を有する」か否かも問題にしていた。公取委の排除型私的独占の指針は、「事
業者が自らの効率性の向上等の企業努力により低価格で良質な商品を提供したことによって、
競争者の非効率的な事業活動の継続が困難になったとしても、これは独占禁止法が目的とする
公正かつ自由な競争の結果であり、このような行為が排除行為に該当することはない。」と述
べており、「正常な競争手段の範囲を逸脱するような人為性を有する」か否かは、「自らの効率
性の向上等の企業努力」による行為と評価できるかによって判断すべき問題であろう。
　音楽著作権の管理事業における包括許諾・包括徴収は、次のように、利用者・権利者、管理
上の必要性、合理性・効率性から生まれてきたものである17。①事後的な音楽の利用事実の追
求が困難であるので、著作権保有者は自己の権利の無断利用をモニターすることは不可能に近
い。②非演劇的実施権にあっては自由に事前の許諾なしに選出できる利用が必要となる。③著
作権者の数は知れず楽曲が数百万曲にも達し、著作権が共有されることも稀でない状況で事前
の許諾は容易でない。④管理団体の管理する楽曲のすべてを事前の了解なしに即座に利用でき
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る。⑤管理を受託する管理団体は利用料を徴収し、権利者に配分し、不正使用のモニターと損
害賠償請求を行う。個別許諾では権利利用の管理モニターはコストがかかり不可能に近い。⑥
権利者・利用者双方にとって個別許諾に伴う管理費用を下げる。
　ここでの問題は放送等利用割合を加味しないで放送等使用料の徴収を行う本件包括徴収の排
他的効果が、包括徴収の効率性と切り離して把握できるかであり、包括契約が果たすべき効率
性向上効果が本作包括徴収の形態をとる必要があったか否か18であろう。JASRACの本件行為
は、一定の新規参入制限効果を有するが、適正かつ効率的な音楽著作物の管理と利用を確保す
る最も合理的で、権利者と利用者双方にとって利益になる方法であるとして、「一定の取引分
野における競争を実質的に制限すること」を充足しないとの考え19には直ちに賛同できない。
放送等利用割合を反映させれば適正かつ効率的な管理と利用ができなくなるかが問題であろう。
　放送等利用割合を放送等使用料に反映させると、反映させない場合に比して余分のコストが
かかることになろうが、上記の効率性が全て損なわれるわけではない。横浜エフエムの例によ
り、被審人の本件包括徴収は規模の経済性を発揮して１曲当たりの放送等使用料は低額になっ
ていることが推測できる。だがこの規模の経済性も放送等利用割合を反映させれば直ちに喪失
するものではなかろう。
　これに対して、本件包括徴収と排除効果の因果関係については、「あれなければ、これなし」
の事実的因果関係は認められないかも知れない20。NTT東日本事件では、「あれなければ、こ
れなし」の因果関係の存在には疑問がある事例で、因果関係が認められていた21ことに照らす
と、本件包括徴収の因果関係も認められることになろう。もっともＮＴＴ東日本事件最高裁判
決は行為終了後に参入が生じたことを根拠に因果関係を明確に認めているので、その認定を重
視すれば、本件では因果関係が否定されることも考えられる。仮に審決が取り消されて差し戻
され、審判が再開した場合に、事実認定と法的評価の重要な論点となろう。
　排除措置命令の適法性の争点をめぐっては、排除措置命令をいかに解釈すべきかに関して、
審査官の最終意見では、放送等利用割合を反映させれば、放送等使用料の総額が増加しても構
わないと解し得る見解を述べている。JASRACがたとえ放送等利用割合を反映させても、放
送事業者の支払う放送等使用料の総額は、イーライセンスの楽曲の利用料金によって左右され
ることにもなるので、このようにせざるを得ないとも言えよう。そうすると、結果的に排除措
置命令によって排除効果が一部しか払拭されないことになろうが、それでも被排除事業者の
イーライセンスからすれば、ある程度は事態が改善されることにはなろう。そもそも新規参入
事業者のイーライセンスは、包括許諾・包括徴収で、録音権の使用料徴収額の比率を放送等利
用割合の代用指標に用いた上で、いわば被審人とイーライセンスが放送等使用料を分割して取
得するような事業展開を希望して、ＮＨＫや民放連と交渉を始めていた。まずＮＨＫが難色を
示し、次いで被審人がイーライセンスの構想は受け入れられないと民放連に回答した為に実現
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しなかった。横浜エフエムの例を踏まえて考察すると、仮にそれが希望どおりに実現していた
場合には、イーライセンスの１曲当たりの収入はかなりの低額となり、満足のいく水準にはな
らなかったようにも推測できよう。にもかかわらず、それはイーライセンスが自ら望んでいる
ことであるから、参入事業者としてそれで構わないと考えていることになろう22。イーライセ
ンスはその場合には、現状と異なり、包括許諾・包括徴収も可能となるので、効率性が上がり
事業コストが低下するとも考えられる。そうなると排除措置命令に意義が認められることにな
ろう。もっともその場合は、 審決で排除措置命令を変更し、 著作権が消滅した楽曲を除いた管
理事業者の管理楽曲の放送等利用割合を反映させることのみを命じる旨、明確化すべきであろう。
　それでもさらに、放送等利用割合をいかに計測するかの問題があり、JASRAC が審判の被
審人最終意見で詳細に述べているが、厳密に計測しようとすると、放送等に使用された競争関
係にある管理事業者の管理楽曲や著作権が消滅した楽曲を把握する必要があるなど、巨額のコ
ストがかかりそうであるし、著作権者への利用料の配分が大幅に遅れることになりそうである。
JASRAC に利用した全曲を報告している放送事業者は約３割にとどまる。サンプリングでは
かなりな誤差は避けられまい。審決の認定するところでは、イーライセンスは、当初、ＮＨＫ
に対して、放送等使用料は、ＮＨＫの放送事業収入に1.5パーセントを乗じた額に、イーライ
センスと被審人の録音権の使用料徴収額の比率に基づいた「管理事業者係数」を乗じた金額と
することを提案したが、ＮＨＫは、イーライセンスの管理楽曲数が不明であり，イーライセン
スの管理楽曲を実際にどの程度利用するか不明であるとして受け入れていない。録音権の使用
料徴収額の比率を放送等利用割合の代用指標にすれば、利用割合の計測にコストはかからない
が、実態に即したものであるか、事実認定と法的評価を要する問題であろう。
　このように考えれば、仮に審決が東京高裁で取り消されて公取委に差し戻されても、審決に
よって最終的に JASRAC に排除措置命令が発せられるかは、事実認定と法的評価をめぐって
検討の余地がいろいろとあり、予断を許さないものがあろう。
　本件の排除措置命令が下された時点では、排除型私的独占は課徴金の対象となっていなかっ
た。したがって本件違反行為に対して直接、課徴金が課されることはないが、JASRAC は東
京高裁から排除措置命令の執行停止処分を受けて本件行為を続けているから、仮に審決が差し
戻されて原処分を是認する審決が下されてそれが確定すると、将来の時点で改めて公取委が
JASRAC に対して既往の違反行為に対する課徴金納付命令を下すことも否定できない。その
場合は、相当に巨額な課徴金となろうが、本件行為のように違法性の有無の判断が微妙な私的
独占の事案に、本来はハードコアカルテルのような悪性の明白な行為に課すべき課徴金を課す
ことには、相当に疑問がある。特に最終的に審決により排除措置命令が変更されて決着した場
合には疑問が大きい。
　なお、排除措置命令の妥当性に関して、審判制度を見直して米国の同意判決に類似する制度
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の導入の提案も行われている23。私的独占に関しては、「事業者側からの提案に基づく排除措
置命令」のような制度を創設し、私的独占に対する課徴金の減免制度と組み合わせるなどの制
度改正も検討してはいかがかと考える。
５．音楽著作権の放送等利用の管理業務における競争政策の課題
（１）本審決が確定すると否とに関わらず、放送等利用の音楽著作権の管理事業では、
JASRACに対して有効な牽制力のある管理事業者が存在しないことは明らかであろう。競争
政策上、問題がありそうにも見えるが、解決は容易ではないと考える。
　JASRACは個別許諾・個別徴収契約も用意しているが、高額の料金を設定することにより、
事実上の取引拒絶を行っているのに等しい状態にある。放送事業者の相当数が JASRACと個
別許諾・個別徴収契約を行って、包括許諾・包括徴収よりもより少額の放送等使用料で事業活
動を行うようになれば、著作権管理事業の新規参入業者に事業拡大の余地が大きくなることも
考えられよう。
　ここで日本の現状の問題点を探るために、米国における音楽著作権管理事業に対する反トラ
スト法の適用事例を参照する24。米国には複数の管理事業者が存在して競争が行われており、
管理事業が反トラスト法によって規制されているからである。米国には著作権管理事業を規制
する事業法は制定されていない。米国の音楽著作権管理団体に係る基本的な問題点は、管理団
体が用いている包括許諾方式が使用者の選択をなくしていたことにあり、これが1930年代と40
年代における司法省による提訴と同意判決につながる問題であった。米国では音楽著作権管理
事業に特別の法制度は設けられておらず、同意判決はその後の修正を含めて米国における集中
管理の在り方を規律している。管理団体の市場支配をコントロールすることが競争政策の目標
であるとともに、包括許諾・包括徴収の合理性・効率性も認知されてきた。同意判決により、
管理団体に著作権を許諾している著作権者が利用者に対して直接許諾する権利も保持しており、
使用者が他の管理団体の作品を利用することも禁じられておらず、放送事業者に対する利用範
囲の限定された包括許諾である番組ごと許諾又は番組期間ごと許諾のライセンスも行われてい
る。管理団体が利用料金の設定により包括許諾に誘導することを是正して使用者に真の選択肢
を確保することや、著作権保有者から個別許諾を受けた場合に包括徴収の使用料を減額する措
置も裁判を通じて模索されてきた25。日本では実施されていないものとしては、管理団体に著
作権を許諾している著作権者が利用者に対して直接許諾する権利を保持していること、放送事
業者に対する番組ごと許諾又は番組期間ごと許諾のライセンスが行われていることが注目され
よう。
（２）日本では米国と異なり著作権管理事業を規制する著作権等管理事業法（以下、事業法）
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が存在する。事業法において競争導入の意義が配慮されなかったわけではない。以下、事業法
の規制を概観する。
　日本では、1939年公布の仲介業務法により長期にわたって著作権管理事業は規律されてきた。
許可制度のもとで、JASRAC のみが管理団体として許可を受けて仲介業務法の規律する音楽
著作権の管理事業を独占してきた。政府は1994年に著作権審議会（現文化審議会著作権分科会）
に権利の集中管理小委員会（主査：紋谷暢男教授）を設置して、仲介業務法の見直しに着手し
た。1997年７月には専門部会中間まとめが公表された。そこでは、集中管理に対する規制の方
法や範囲などの問題について政府全体の規制緩和政策の方針を踏まえる必要があること、競争
原理の導入が必要であり集中管理団体の新規参入の機会を認めるのが適当である等が「法的基
盤整備に関する基本方針」として掲げられていた。中間まとめには多くの意見が寄せられ、小
委員会の最終報告書は2000年１月に公表された。そこでは、著作者の意思を尊重して、著作権
管理の方法や著作権管理団体を著作者自らの意思に基づいて選択できる必要があるとの観点か
ら、新規参入を認めることが適当であるとの結論は維持されているが、規制緩和の促進、競争
原理の導入を強調することは示されていない26。文化庁では小委員会最終報告を受けて直ちに
立法準備に取りかかり、著作権等管理事業法（平成12年法律第131号）が公布され、2001年11
月の施行に際して、仲介業務法は廃止された。JASRAC もこれを受けて、小委員会報告書を
踏まえた約款の改正を行った。
　小委員会報告書は、著作者の意思を尊重した著作権管理事業であるためには、著作者が自ら
の意思に基づき著作権管理の方法や著作権管理団体を選択できる必要があり、その点から、著
作者に委託する作品や支分権についての選択権が尊重される必要があるとして、当時の
JASRAC は委託する作品や権利の選択権を委託者に認めておらず、同協会の信託契約約款は、
見直しの必要があると考えると述べており、1971（昭和46）年に、ＥＣ独禁法第86条に基づき
西ドイツ（当時）の音楽著作権管理団体である GEMA に対し著作者等の選択の自由を制限す
ることの禁止を命じた審決の中で、著作者等に支分権ごと、利用形態ごとの権利委託を認めた
ことが参考になると指摘した。他方、作品ごとの委託は世界の著作権管理団体の連合体である
CISAC の基準に合致せず、著作権管理団体間の相互協定に基づいて、外国の著作権管理団体
が我が国の著作物を管理する場合に支障が生じることや、選択を認める利用態様を細分化しす
ぎると管理経費が増大したり、円滑な管理が困難になったりするなどの指摘もあることから、
管理団体において合理的な範囲において一定の制限を付すことはやむを得ないものと考えると
した。
　JASRAC はこの指摘を踏まえて約款を改正した。管理委託範囲の選択制が導入されて、委
託者は支分権又は利用形態の区分に従い、一部の著作権を管理委託の範囲から除外することが
できることにしたが、利用形態の区分では「放送・有線放送」の単位が最小であり、番組ごと
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許諾や番組期間許諾の契約形態は採用されていない。また、仲介業務法の時代には認められて
いなかった委託者による自己使用が、著作権管理の留保または制限として、あらかじめ
JASRACの承諾を得て、留保または制限することができる旨、定められたが、委託者が自ら
直接、放送事業者に許諾することは認められていない。音楽出版者との間では、音楽出版者が
あらかじめ JASRACの許諾を得て、その事業部を単位として、JASRACとの間で複数の著作
権委託契約を締結することができるようになり、音楽出版者が管理委託範囲の選択権を行使す
ることができるようになった。
　使用料に関しては、事業法に使用料規程の作成と届出が義務づけられており、意見聴取の努
力義務が定められている。さらに指定著作権等管理事業者の届出に対して利用者代表から使用
料規程に関して協議を求める通知があったときは、文化庁長官は6月を超えない範囲内で通常
は30日である施行までの期間を延長できることになっている。この指定管理事業者制度は仮に
新規参入が行われず、特定の事業者の市場占有率が高いような場合には、著作物等の使用料に
係る競争が行われず、例えば当該事業者が高額な使用料を設定することで、著作物等の円滑な
利用が妨げられる可能性があるから設けられたと説明されて27おり、JASRACは指定管理事業
者に指定されている。
　文化庁長官は、管理委託契約約款又は使用料規程の変更その他業務の運営の改善に必要な措
置をとるべきことを命ずることができる（20条）。もっとも「委託者又は利用者の利益を害す
る事実があると認めるとき」と、「おそれ」ではなく「事実」を要する旨規定して命令を発す
ることができる場合を限定28している。仲介業務法では業務執行の方針は文化庁長官の許可を
要していたのが、管理事業者の創意工夫により多様な管理委託契約が締結されやすくなるよう
に許可制度を届出制度に変更している29。
（３）このように管理事業法の制定に伴い、外国の競争法も参照して競争導入の為の施策が行
われている。だが、管理事業法には競争導入に直接配慮する規定はなく、これまで JASRAC
に対して放送事業者の利用者代表から使用料規程の協議を求めたこともない。米国では、利用
者が管理事業者を反トラスト法違反で提訴した事案があるが、日本ではそのような動きはない。
　2006年１月の文化審議会著作権分科会報告書は、包括利用許諾に係る使用料のあり方につい
て、意見募集の結果、「新規参入の管理事業者から利用許諾契約の締結を求められる結果、旧
仲介業務法の時代よりも管理事業者に支払う音楽著作物の使用料額の総額が増加するおそれが
あるので、関係者間で使用料額を調整する仕組が必要である、包括的利用許諾契約の存在が参
入障壁になって，新規の管理事業者が参入しにくくなるなどの点から、包括利用許諾契約のあ
り方の見直しを求める意見があった。」と述べている。だが報告書は、検討の結果として、「こ
のような分野の包括的利用許諾契約については、管理事業法の施行前から実施されており、使
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用料規程の制定の際の関係利用者団体との協議に当たっては、新規参入の管理事業者の存在を
考慮せずに、協議が行われてきたことも事実である。」「したがって、この問題は法制度の問題
ではないと考えられる」として、指定管理事業者に「管理作品の利用比率の低下に合わせて、
使用料額の再考を行うなどの配慮」を求め、利用者側に「管理事業法上の協議・裁定制度を活
用するなどして、問題の解決に努める」必要を指摘するのみで、文化庁が積極的に是正に乗り
出す必要性を否定している。逆に、「管理事業者間で使用料額の調整を行うことを求める意見
もあるが、そのような調整は、独占禁止法の問題があると考えられるので、適当ではない」と
独禁法を理由に現状を是認する考えを述べている30。このように文化庁が積極的な競争政策を
追求する状況にはない。
　他方、公取委は管理事業法の制定後に、「デジタルコンテンツと競争政策に関する研究会」
を立ち上げ、2003年３月に報告書が公表されている。そこでは、包括許諾について経済効率性
からその意義を高く評価するとともにその競争政策上の問題点を指摘しているものの、著作権
保有者が管理事業者に委託した後も個別許諾をできる権利を保持すべきか、管理事業者の個別
許諾の料金設定の問題、番組ごと許諾等の管理事業分野への新規参入への影響については、論
じていない。
　著作権等管理事業法には独禁法の明示の適用除外規定はなく、黙示の適用除外は、事業法に
より一義的に強制された行為である場合と、事業法と明白な矛盾が生じて事業法を制定した意
義が失われる場合に限定されるべきであると考える31が、独禁法の適用はあくまで独禁法違反
行為が認められる場合に限られるのであって、違反行為が認められない場合に競争環境の積極
的整備を公取委が行うことはできない。
　アメリカ反トラスト法では、管理団体が多数の著作権者から委託を受けて価格を設定するこ
とが当然違法の価格協定に該当するとして放送事業者が提訴した事案があり、合理の原則によ
り判断するとした連邦最高裁判決32がその根拠の一つに、管理団体に著作権を管理委託する著
作権保有者が利用者に対して直接許諾する権利も保持していることを挙げている。だが米国と
異なり、日本では事業法が存在しており、事業法の手続に即して行われている使用料の決定を
独禁法違反の不当な取引制限とすることは、事業法と明白な矛盾を引き起こすものとして無理
であろう。また、番組ごと許諾や番組期間ごと許諾を行っていないことも、利用者側がその種
の許諾を積極的に求めている事実が見当たらないことから、それ自体を独禁法違反に問うこと
は無理であろう。
　以上のように現行法の枠組みでこの分野で新規参入を促進する政策を展開することは相当に
困難であると考える。そうなると、本件での公取委の JASRAC に対する対応はこの分野で競
争促進の措置を採る機会を逃したことになりそうである。原処分の内容、審査官の対応、審判
官の対応、審決案に対する委員の対応、いずれにも問題があったと考える33。
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　もっとも、参入が自由であるにもかかわらず集中管理団体が多くの国で独占状態にあるのは
何故か、またそれがどのような影響を持っているかに関する経済学者の理論的分析34は、第一
に、管理事業者がライセンスにあたって包括契約を利用しており、それは個別契約に比して実
施コストが低いからであるが、また、既に創造された著作物の利用の観点からは利用拡大の限
界費用がゼロであることが必要だが、包括契約では契約対象の著作物の利用に追加料金が発生
しないことを指摘している。第二に、著作権管理事業の規模の経済が大きいことと、既存企業
が競争的・効率的に行動する仕組みが機能している可能性を指摘している。著作物の調達側で
は、著作物は譲渡ではなく管理を委任されるだけで、利用実績に応じた支払いを求められ、約
款は公示され、文化庁長官の業務改善命令に服し、団体への加入は容易であり、オープンメン
バーシップになっており、管理事業者が買手独占として独占力を発揮しないように規制されて
いる。利用面では利用許諾を用いた一方的な料金設定もできないように、事業法で規制されて
いる。一括ライセンス、権利行使等における規模の経済、既存企業の競争的・効率的行動が独
占的状態の原因であるならば、参入を人為的に促進する必要はないと指摘している。この理論
的分析によれば、この分野での独占の弊害は大きいとは言えないようである。
　それでも、新規参入した管理事業者に対して放送事業者が利用せざるを得ないような強力な
プレミアム楽曲の管理が仮に委託され、相対的に高額の利用料が課せられて著作権者に配分さ
れ、これを受けて放送事業者側が JASRACに使用料の減額を求めるといった事態が展開する
ことも今後の一つの可能性としては考えられよう。こういった展開に対して JASRACが取引
妨害や拘束条件付取引によって対抗した場合には、積極的な独禁法の適用が求められよう。
　競争の存在は、著作権の流通市場における競争の促進、既存の著作権管理事業における効率
的な経営へのガバナンスにおいても重要である。また参入の可能性がオープンであることは、
著作権管理における新技術の導入、契約における革新などを促す上でも重要であり、競争の圧
力が働くようにすることが競争政策の課題であろう35。
おわりに
　公取委は音楽著作権の放送等利用の分野への著作権管理事業の新規参入に際して生じた問題
を、JASRACによる独禁法違反の私的独占と認定して排除措置命令を行ったが、審判を経て、
審判審決により命令を取り消した。審決が理由としている事実認定や法理には種々の疑問があ
る。もっとも、JASRACの本件行為が排除行為に該当するか、原処分の排除措置命令の妥当
性にも議論の余地がある。他方、この分野への参入は進展していないが、現状の法制度では問
題の解決には相当な困難が認められる。規模の経済、既存企業の競争的・効率的行動が独占的
状態の続く主要な原因とも考えられ、人為的に参入を促進する必要はないかも知れないが、競
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争の圧力が働くように環境を整備することが競争政策の課題であろう。
注　
１　公取委審判審決平成24年6月12日。沼田知之「判批」ジュリ1445号４頁（2012年）、上杉秋則「判批」
　NBL983号28頁（2012年）、上杉秋則「判批」ビジネスロー・ジャーナル54号74頁（2012年）、上杉秋則「判
　批」ビジネス法務12巻11号100頁（2012年）、田中寿「判批」国際商事法務40巻８号1177頁（2012年）、　
　泉水文雄「判批」公正取引743号62頁（2012年）、村上政博「判批」公正取引743号71頁（2012年）、田中
　久美子「事件解説」公正取引743号55頁（2012年）を参照した。
２　公取委命令平成21年２月27日・審決集55巻712頁。排除措置命令に関しては、川濱昇「事例速報」ジュ
　リ1379号94頁以下、白石忠志『独禁法事例の勘所（第２版）』（有斐閣　2010年）373頁以下、田中裕　
明「著作権管理団体による支配的地位の濫用」神戸学院法学第39巻第３・ ４号（2010年）219頁以下を参照。
３　白石・同上 374頁。
４　イーライセンスの訴状が公開されており、参照した。
　http://lawandpatent.com/Complaint_JASRAC-Case.pdf
５　最二小判平成22年12月17日・民集64巻８号2067頁。
6　上杉秋則『独禁法国際実務ガイドブック』（商事法務　2012年）282-283頁は、最高裁は排除行為該当
　性に関して新しい解釈論を示し、２つの観点から判断すべきとしたが、「競争を実質的に制限すること」
　との要件と重複する感じを与えると指摘している。もっとも、最高裁調査官解説は、公取委の指針に即
　して最高裁判決を解説しており、最高裁が公取委の指針と意識的に異なる判断を示したわけでもなさそ
　うである。岡田幸人「時の判例」ジュリ1443号78頁以下（2012年）82-84頁。
７　排除措置命令は、「本件包括徴収」の用語を、「JASRAC が採用する放送等利用割合を反映させな　い
　包括徴収の方法」として使用しており、本稿もその意味で使用する。
８　審査官は最終意見書で、「イーライセンス管理楽曲が、ＮＨＫにおいて、平成18年10月から平成21年度
　末までの３年半の間に、８曲が11番組で利用されたにすぎない（審第21号証［７枚目］）」と指摘している。
　審査官最終意見書　115頁。被審人提出の証拠に基づく指摘であり、信憑性は高いと思われる。
9　公取委勧告審決平成17年４月13日・審決集52巻341頁。
10　インテル事件も完全に競争事業者を排除しようとした事案ではない。上杉 ・ 前掲注１　ＮＢＬ983号31頁。
11　公取委審判審決平成18年6月５日・審決集53巻195頁。
12　泉水文雄「判批」公正取引671号35頁以下（2006年）39-40頁。
13　公取委勧告審決昭和47年9月18日・審決集19巻87頁。
14　白石・前掲注２ 380-384頁、滝澤紗矢子「判批」ジュリ1383号124頁以下（2009年）125頁、根岸哲「判
　批」民商法雑誌144巻6号132頁以下（2011年）143-144頁。
15　上杉・前掲注１　NBL983号28-30頁。
山形大学紀要（社会科学）第43巻第２号
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16　上杉・前掲注１ ビジネスロー・ジャーナル54号81頁。
17　田中寿「音楽著作権管理と競争政策　JASRAC 私的独占排除措置命令に関連して（下）」国際商事法
　務40巻6号883頁以下（2012年）883頁。
18　川濱・前掲注２ 95頁。
19　村上・前掲注１ 73頁。村上教授も本件審決の排除効果の認定には批判的である。
20　沼田・前掲注１ 5頁は、「あれなければ、これなし」の因果関係が本件では認められるであろうと述　
べている。
21　前掲注14の文献を参照。拙稿「判例回顧と展望　経済法　2009」法律時報82巻6号228頁以下（2009年）
　230頁。なお、最高裁調査官解説では、因果関係に対して出されている疑問に対して、この程度の事実
　でも十分に因果関係は認められる旨、論じている。岡田　前掲注５ 86頁。
22　JASRAC の使用料の著作権者への配分には、サンプル調査によって把握される各著作物の利用頻度が
　利用料の配分基準に使われている。この場合は、個別の著作物の価値ではなく、主としてライセンスさ
　れている全著作物の平均価値に比例して、利用料が支払われることになる。平成22 年度文化庁委託事
　業「諸外国の著作権の集中管理と競争政策に関する調査研究報告書」（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
　ティング　2011年）［長岡貞男］13頁。
　　そうすると、新規参入業者に委託しようとする著作権者はより高い使用料を得ることが目的となり得
　るのであり、放送事業者にとっての著作物の利用価値が大きい場合には新規参入業者に委託するインセ
　ンティブになることが考えられる。これに対しては、イーライセンスは、放送事業者に対する使用料の
　決定は個別の事案に即して柔軟に対応するのであって、とりあえず JASRAC の設定する放送等使用料
　が放送等利用割合の反映されたものになればそれで良いと考えるのかも知れない。
23　田中寿・前掲注17 888-889頁。
24　田中寿「音楽著作権管理と競争政策　JASRAC 私的独占排除措置命令に関連して（上）」国際商事法
　務40巻４号511頁以下（2012年）514-524頁、平成21 年度文化庁委託事業「諸外国の著作権の集中管理と
　競争政策に関する調査研究報告書」（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング　2010年）［栗田誠］50-63
　頁、平成23 年度文化庁委託事業「諸外国の著作権の集中管理と競争政策に関する調査研究報告書」（三
　菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング　2012年）［栗田誠］34-86頁を参照。
25　ただし、米国でも作品単位で委託したり、国内の複数の管理団体に同時に委託したりすることは認め
　られていない。著作権法令研究会編『逐条解説　著作権等管理事業法』（有斐閣　2001年）202頁。
26　紋谷暢男編『JASRAC 概論　音楽著作権の法と管理』（日本評論社　2009年）［鈴木道夫］62-63頁。著
　作権法令研究会編・同上　198頁以下も参照した。
27　『デジタルコンテンツと競争政策に関する研究会報告書』（公取委　2003年）34頁。
28　著作権法令研究会編・前掲注25 102頁。
29　同上　78頁。
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30　だが、管理事業者間の使用料額の調整が独禁法上問題となるのは、現実に新規参入が行われ独立の事
　業として運営できるようになってからのことであると考えられ、新規参入促進のための法的枠組みの検
　討そのものを忌避する理由にはならないであろう。
31　岸井大太郎「政府規制と独占禁止法」（日本経済法学会編『経済法講座第２巻　独禁法の理論と展開（１）』
　三省堂　2002年）376-378頁。
32　Broadcast Music, Inc. v. Columbia Broadcasting System, Inc. 441 U.S. １(1979).
33　上杉・前掲注１ ビジネスロー・ジャーナル54号は、様々な問題点を指摘している。
34　平成23 年度文化庁委託事業　前掲・注24 15-17頁。
35　同上 17頁。
